
１．法人の名称等

２．法人の設立目的等概要

３．組織概況

（１）理事・監事（取締役・監査役）

1 5

2 6

3 7

4 8

1

2

3

4

注） 県職員：職名で表示。なお、常勤の場合は、派遣時の県における職名、非常勤は県の現職名。
会社法法人の場合：理事→取締役、監事→監査役

　この調書は、沖縄県総務部行政管理課が示した様式に各法人又は県所管課が入力したものをまとめたものです。
当該法人に関する内容をより詳しく知りたい方は、県所管課又は法人まで直接お問い合わせください。

①建設事業に関する技術及び事務の研修･情報提供
②建設事業に関する調査研究及び建設資材の試験、検査
③社会資本の整備に関する設計、技術審査、積算、監督及び調査・維持管理
④安全・安心な住環境を実現するための建築物の確認・検査、判定及び住宅の供給に資するため
の審査、検査、証明、評価等
⑤その他目的を達成するために必要な事業

非常勤
非常勤

県職員 0人 区分

県
職
員

の
状
況

職名 形態 公認会計士又は税
理士の有無等県ＯＢ 0人 

その他 0人 

税理士

その他 2人 形態

有無 有

監
事
・
監
査
役

2人 

（平成27年７月１日現在）

（平成27年７月１日現在）

県との関係代表者職氏名 勤務形態 常勤

法人名

所在地

電話番号 098-832-8442

設立経緯
　本土との格差是正を図り、質の高い社会資本整備と高度化する技術に対応するため設立され
た。

設立目的
　センターは、建設事業に関する技術及び事務の改善向上と建設工事用資材の適正な品質の確
保を図ることにより、県・市町村の建設行政の円滑かつ能率的な執行促進に協力し建設事業の振
興発展に寄与することを目的として設立された。

主な事業内容

県所管部課名

設立年月日

形態 職名 形態

県ＯＢ

沖縄県公社等外郭団体の概要調書

昭和58年3月28日

理
事
・
取
締
役

7人 

左
の
内
訳

常勤

県派遣 1人 

県
職
員

の
状
況

職名

その他 0人 土木建築部土木企画統括監 非常勤

0人 土木建築部参事監 常勤

その他

電話番号

理事長　仲村　守

土木建築部　技術・建設業課 098-866-2374

派遣

沖縄県那覇市寄宮１－７－１３

一般財団法人　沖縄県建設技術センター

左
の
内
訳

常勤

県派遣 0人 

5人 
非常勤

県職員 1人 



（２）職員 ※内訳

注）

その他：県以外からの派遣職員等を含む。

（３）県派遣職員が行う業務内容

４．基本財産・出資金等の状況 （平成26年度決算値）

（１）基本財産（資本金） （単位：円） （２）主な出資（えん）者等 （単位：円）

注）会社法法人は、内訳は不要

（３）基本財産以外の基金等の状況 （単位：円）

注）運用財産、基金として管理区分されているものの合計。

５．県の補助金等の額

（１）県の財政支援等の状況（各年度とも決算値） （単位：円）

注）　県補助金等：補助金、交付金、負担金（会費等含む）で、国等から県を経由し交付されるものも含む。

６．財務状況 （平成26年度決算値）

別紙のとおり

307,352,000 305,846,000

307,352,000 305,846,000合　計

県貸付金年度末残高

県の債務保証及び損失補償額

県貸付金

県委託金

305,027,000

305,027,000

県出資金

県補助金等
注

平成24年度 平成25年度 平成26年度

内
訳

沖縄県

那覇市

沖縄市

うるま市

浦添市

60%

11%

3%

3%

　　うち、県出資（えん）金

基金・運用財産（基本財産以外） 0

0

比率

18,000,000うち、県出資（えん）金

基本財産（資本金）

現金

預貯金

投資有価証券

土地・建物等

その他

順位

1

2

3

4

5

出資（えん）者
（株主）

18,000,000

出資（えん）金
（持株数）

3,187,000

1,029,000

992,000

762,000

左
の
内
訳

県派遣

嘱託等

30,000,000

30,000,000

嘱託等

41人 

職
員
総
数

71人

左
の
内
訳

3%

5人 

8人 

県ＯＢ 5人 

県職併任 0人 

プロパー 12人 

その他 0人 

0人 その他 0人 

41人 

一
般
職

66人

県派遣 13人 

管
理
職

5人

左
の
内
訳

県職併任 0人 県職併任 0人 

プロパー 12人 プロパー 0人 

県派遣

県ＯＢ 5人 県ＯＢ 0人 

その他

1.センターの総務に関すること
2.総合的技術支援に関すること
3.建築確認申請に関すること
4.建設工事における資材の試験研究に関すること

管理職：理事を除く当該法人における課長以上とする。
理事と事務局長を兼務する場合等は理事に含めた。

嘱託等：嘱託、臨任、任期付職員、賃金職員（パート、アル
バイトなど）等








